
別紙第２防衛大学校達第６号 

 

 防衛大学校におけるエックス線等装置に係る放射線障害の防止に関する達を

次のように定める。 

 

  令和元年８月６日 

 

                       防衛大学校長 國分 良成 

 

 

   防衛大学校におけるエックス線等装置に係る放射線障害の防止 

に関する達 

 

     改 令和２年 12月 22日防衛大学校達第 23号 

 

（目的） 

第１条 この達は、防衛大学校（以下「大学校」という。）におけるエックス線

等装置（第３条第２号に規定するエックス線等装置をいう。以下同じ）の取扱

い及び管理に関する事項を定め、これにより放射線障害の発生を防止するこ

とを目的とする。 

（適用範囲） 

第２条 この達は、大学校に設置されたエックス線等装置を管理又は使用する

すべての者に適用する。 

（定義） 

第３条 この達において、次の各号に揚げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1) エックス線等 1MeV未満のエックス線及び1MeV未満の電子線をいう。 

(2) エックス線等装置 エックス線等を発生する装置（診療用エックス線装 

置を除く。）をいう。 

（委員会） 

第４条 放射線障害の防止に関する必要な事項は、「放射性物質管理委員会の設

置について」（防大教第８１６号。１５．７．３）による放射性物質管理委員

会（以下「管理委員会」という。）において審議するものとする。 

（管理責任者） 

第５条 エックス線等装置を管理する者として管理責任者を置く。 

２ 管理責任者は、エックス線等装置を管理する学群の長（共同利用器材に係る



エックス線等装置については、教務部長）をもって充てる。 

３ 管理責任者は次に揚げる業務を行う。 

(1)  第６条に規定する管理主任者及び第７条に規定する作業責任者の指名 

(2) 作業責任者、第８条に規定する業務従事者及びその他大学校に設置され 

たエックス線等装置を使用する者（以下「エックス線等装置使用者」とい 

う。）の教育及び訓練の計画立案及び実施 

(3) 管理主任者、作業責任者及び業務従事者に対する健康診断の計画立案及 

び調整 

(4) 記帳・記録の管理及び保管 

(5) 前各号に掲げるもののほか、放射線障害の防止に必要な措置 

（管理主任者） 

第６条 放射線障害発生の防止について監督を行う者として、電離放射線障害

防止規則（昭和４７年労働省令第４１号）第４６条の規定に準じて、管理区域

（第１０条に規定する管理区域をいう。以下同じ）ごとに管理主任者を置く。 

２ 管理主任者は、放射線取扱主任者又はエックス線作業主任者の免状を有す

る職員のうちから管理責任者により指名された者をもって充てる。 

３ 管理主任者は、管理責任者の命を受け、次に揚げる業務を行う。 

(1) エックス線等装置の設置及び使用に関する法令等への適合性の確認 

(2) 異常及び事故の原因調査への参画 

(3) 管理責任者に対する意見の具申 

(4) 作業責任者の指導監督 

(5) その他放射線障害の発生の防止に必要な措置 

４ 管理主任者となる資格を有する職員がいない場合は、防衛大学校放射線障

害防止等に関する達（平成１５年防衛大学校達第８号）第６条に定める主任者

及び主任者代理に管理主任者の業務を代行させることができる。 

（作業責任者） 

第７条 第１０条に規定する管理区域の有無に関わらず、放射線障害発生の防

止について必要な事項を処理するものとして作業責任者を置く。 

２ 作業責任者は、エックス線等装置ごとに、エックス線等装置使用者のうちか

ら管理責任者が指名する者をもって充てる。 

３ 作業責任者は、管理主任者の指導のもとに、エックス線等装置ごと次に掲げ

る業務を行う。 

(1) エックス線等装置使用者に対し、管理主任者が放射線障害の防止のため 

に行う指示等の指導 

(2) 放射線作業の安全に係る技術的事項の指導 

(3) エックス線等装置使用者の使用状況及び放射線被ばくの管理 



(4) 前各号に掲げるもののほか、放射線障害の防止に必要な措置 

（業務従事者） 

第８条 管理責任者は、管理区域に立ち入りエックス線等装置の使用又はエッ

クス線等の発生を伴う検査に従事する者を、業務従事者として登録しなけれ

ばならない。 

２ 登録できる者は、第１８条に規定する教育及び訓練並びに第１９条に規定

する健康診断を終了した者とする。 

３ 登録は、その年度内限り有効とし、更に取扱業務を継続しようとする者は、

登録の更新を行わなければならない。 

４ 管理責任者は、業務従事者がこの達に違反した場合又は業務従事者として

不適格であると認められた場合には、当該業務従事者の所属する学群の長と

協議のうえ、管理委員会の承認を得て、登録を取り消し、又は一定期間取扱業

務に従事させないことができる。 

（エックス線等装置の届出） 

第９条 作業責任者は、エックス線等装置（電子顕微鏡を除く。）を設置し、変

更し、又は廃止したときは、別記様式により作業責任者が所属する学科等の長

を通じて、管理責任者に届け出なければならない。ただし、共同利用器材に 

 係るエックス線等装置に置かれた作業責任者は、直接第５条第２項括弧書き

に示す管理責任者に届け出るものとする。 

（管理区域） 

第１０条 管理責任者は、放射線障害の発生の防止のため、人事院規則１０－５

（職員の放射線障害の防止）第３条第３項の規定に準じて、放射線障害のおそ

れのある場所を管理区域として指定し、標識によって明示しなければならな

い。 

２ 作業責任者は、次に揚げる者以外の者を管理区域内に立ち入らせてはなら

ない。 

(1) 業務従事者 

(2) 見学等で一時立入者として管理責任者が認めた者 

（管理区域に関する遵守事項） 

第１１条 管理区域に立ち入る者は、次に揚げる事項を遵守しなければならな 

い。 

(1) 管理区域に立ち入るときは、所定の記録簿に必要事項を記入すること 

(2) 個人被ばく線量計等を指定された部位（男子は胸部、女子は腹部、その 

他必要とする部位）に装着すること。 

(3) 業務従事者は、管理責任者、管理主任者及び作業責任者が放射線障害を 

防止するために行う指示、その他施設の保安を確保するための指示に従う 



こと。 

(4) 一時立入者は、前号のほか、業務従事者が放射線障害を防止するために 

行う指示、その他施設の保安を確保するための指示に従うこと。 

(5) 必要な保護具等を着用すること。 

(6) 被ばくの恐れのある場合又は装置に異常が認められる場合は、直ちに管 

理責任者及び管理主任者に連絡し、その指示に従うこと。 

２ 管理責任者は、管理区域の入口の目につきやすい場所に放射線障害の防止

に必要な事項を掲示しなければならない。 

（エックス線等装置室の表示） 

第１２条 作業責任者は、エックス線等装置を設置した室（以下「エックス線等

装置室」という。）の入口に、次に揚げる事項を表示する標識を掲げなければ

ならない。 

(1) エックス線等装置室であること。 

(2) エックス線等装置室内に設置されているエックス線等装置の種類 

２ 作業責任者は、必要のある職員及び学生以外の者をエックス線等装置室内

に立ち入らせてはならない。 

（警報装置） 

第１３条 作業責任者は、次の各号に揚げる場合にその旨を自動的に警報する

装置を当該各号に揚げる装置のある場所の入口に設けなければならない。た

だし、定格管電圧が 150kV 以下のエックス線等装置を使用する場合には、自

動警報装置以外の警報装置とすることができる。 

(1) エックス線等装置に電力が供給されている場合 

(2) エックス線管若しくはケノトロンのガス抜き又はエックス線等の発生を 

伴うこれらの検査を行う装置に電力が供給されている場合 

（定期検査） 

第１４条 管理責任者は、エックス線等装置（定格加速電圧が 100kV 未満の電

子顕微鏡を除く。）について、初めて使用するとき及びその後１年を超えない

年度ごとに少なくとも１回、定期検査を行わなければならない。 

２ 管理責任者は前項の検査について記録を作成しなければならない。 

３ 第１項の検査及び前項の記録に関し必要な事項は管理責任者が別に定める。 

４ 管理責任者は、第１項の検査の実施を作業責任者に委任することができる。 

（放射線測定器等の保守） 

第１５条 作業責任者は、サーベイメーター、個人用被ばく測定器その他の安全

管理に係る放射線測定器等について、常に正常な機能を維持するように保守

しなければならない。 

（場所の測定） 



第１６条 管理責任者は、管理区域内及び管理区域の外側の外部放射線による

放射線量の測定を行わなければならない。 

２ 放射線量の測定は、１センチメートル線量当量率又は１センチメートル線

量当量について行うこと。ただし、７０マイクロメートル線量当量率が１セン

チメートル線量当量率の１０倍を超えるおそれのある場所又は７０マイクロ

メートル線量当量が１センチメートル線量当量１０倍を超えるおそれのある

場所においては、それぞれ７０マイクロメートル線量当量率又は７０マイク

ロメートル線量当量について行うこと。 

３ 第１項に基づく測定の実施時期は、取扱開始前に１回、取扱開始後にあって

は１月（使用の方法及び遮へい物の位置を一定にしてエックス線等装置を固

定して使用する場合は半年）を超えない期間ごとに１回行わなければならな

い。 

４ 前項により実施した測定の結果は、次に掲げる項目について記録しなけれ

ばならない。 

(1) 測定日時 

(2) 測定箇所 

(3) 測定した者の氏名 

(4) 放射線測定器の種類及び型式 

(5) 測定方法 

(6) 測定結果 

５ 管理責任者は、第１項により行う測定においてその測定値が異常に変化す

るか又は限度値を超えた場合には、直ちにその旨を管理主任者に報告しなけ

ればならない。 

６ 第４項の記録は、管理責任者が５年間保存する。 

（個人被ばく線量の測定） 

第１７条 管理区域に立ち入った者の受けた被ばく線量の測定は、人事院規則

１０－５（職員の放射線障害の防止）第５条に規定する測定要領に準じて行う。 

２ 前項の記録は管理責任者が保存する。 

（教育及び訓練） 

第１８条 管理責任者は、作業責任者、業務従事者に対する教育及び訓練の他、

エックス線等装置使用者又はエックス線等の発生を伴う検査に従事する者に

対し、この達の周知等を含む放射線障害の発生を防止するために必要な教育

及び訓練を行わなければならない。 

２ 前項の規定による教育及び訓練は、次に定めるところによる。 

(1) 実施時期は次のとおりとする。 

ア 管理区域に立ち入る前及びエックス線等装置使用の開始前 



イ 管理区域に立ち入った後及びエックス線等装置使用の開始後の１年を 

超えない年度ごと 

(2) 教育及び訓練は、次に掲げる項目について実施する。 

ア 放射線の人体に与える影響及び放射線障害の防止に関すること。 

イ エックス線等装置の取扱いに関すること。 

ウ エックス線等による障害の防止に関する法令 

３ 前項の規定にかかわらず、前項第２号に掲げる実施項目に関して十分な知

識及び技能を有していると認められる者に対しては、当該項目に係わる教育

を省略することができる。 

４ 管理責任者は、管理区域に一時的に立ち入る者を一時立入者として承認す

る場合には、当該立入者に対して放射線障害の発生防止に必要な注意事項を

熟知させなければならない。 

５ 管理責任者は、第１項の教育及び訓練の実施を作業責任者に委任すること

ができる。 

（健康診断） 

第１９条 管理主任者、作業責任者及び業務従事者の健康診断は、防衛省職員の

健康管理に関する訓令（昭和２９年防衛庁訓令第３１号）第１２条に基づき行

う。 

（放射線障害を受けた者等に対する措置） 

第２０条 管理責任者は、エックス線等装置による放射線障害が発生又は発生

したおそれのある場合には、衛生課健康管理室長及び管理主任者と協議し、そ

の結果を管理委員会に報告するものとする。 

２ 管理委員会委員長は、放射線障害の程度に応じ、被ばく時間の短縮、管理区

域への立ち入りの禁止、配置転換等の健康の保持に必要な措置を学校長に具

申しなければならない。 

３ 学校長は前項の具申があった場合、適切な措置を講じなければならない。 

（報告） 

第２１条 次に掲げる事態の発生を発見した者は、直ちに管理責任者に通報し

なければならない。 

(1) 実効線量限度及び等価線量限度を超え、又は超えるおそれがある被ばく 

があったとき。 

(2) 前号のほか放射線障害が発生し又は発生するおそれがある場合 

２ 前項の報告を受けた管理責任者は、その状況及び措置について速やかに学

校長に報告しなければならない。 

（委任規定） 

第２２条 この達に定めるもののほか、エックス線等装置に係る放射線障害の



防止に関し必要な細部事項は、教務部長が定める。 

 

附 則 

この達は、令和元年 10月１日から施行する。 

   附 則（令和２年 12月 22日防衛大学校達第 23号） 

この達は、令和３年１月１日から施行する。 



別記様式

管理責任者（所属学群長等）　　殿

学科長等氏名

作業責任者　官職・氏名　

設置場所

使用の目的

使用開始（廃止）年月日

使用予定日数等

附属装置

放射線測定器の種類及び型式

注：本様式は、電子メール等により、学科長等の許可を得てから届出するものとする。

検査結果の概要

標識の概要：

室の出入口：　人が通常出入りする出入口　　　　箇所

エックス線等装置室

管理区域の有無：　管理区域（　有　　無　）

境界に設けているさく等の概要：管理区域

標識の取付け場所：

管電圧　　最高使用値：　　　　　　　　　　通常使用値：

管電流　　最高使用値：　　　　　　　　　　通常使用値：

性　能

警報装置の種類及び概要：

エックス線等装置（　設置　・　変更　・　廃止　）届

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

種類：

型式：

１月当たり　　日　　　１日当たり　　時間

エックス線等装置

登録番号：



記　入　要　領　等

１　「設置・変更・廃止」の部分は、該当する事項を○印で囲むこと。

２　廃止の届出を行う場合には「使用開始（廃止）年月日」、「種類」及び「型式」の欄のみ記入すること。

３　「使用の目的」の欄には、主たる使用の目的を記入すること。

４　「使用開始（廃止）年月日」の欄には、次の場合に応じ、それぞれ次に掲げる日を記入すること。

 　(1)　設置の場合 エックス線等装置を初めて使用することとなった日

 　(2)　変更の場合 エックス線等装置を変更した後、初めて使用することとなった日

 　(3)　廃止の場合 エックス線等装置を廃止した日

５　「登録番号」の欄には、他の装置と識別できるように任意の番号を付して記入すること。
　また、当該装置に表示すること。（例：NDA－O－１）

６　「種類」の欄には、エックス線撮影装置、エックス線照射装置等の種類を記入すること。

７　「型式」の欄には、当該エックス線等装置の製造業者が使用している型式及び当該製造業者名を
　記入すること。

８　「性能」の欄には、それぞれ次の要領で記入すること。

　(1)　管電圧 最高使用値には定格管電圧の値を記入し、通常使用値には最も多く使用することとなる
　(1管電圧の値を記入すること。

　(2)　管電流 最高使用値には定格管電流の値を記入し、通常使用値には最も多く使用することとなる
　(2管電流の値を記入すること。

９　「附属装置」の欄には、エックス線等装置本体以外のもので当該エックス線等装置に付設された装
９置の名称を記入すること。

10　「放射線測定器の種類及び型式」の欄には、漏えい放射線の検査に用いる放射線測定器の種類及
1び型式を記入すること。

11 届出の際は、エックス線等装置の写真を添付すること。


